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編集後 記にか えて

 ●外務省 の統計に よると，わが

国の海外渡航者は昨年680万 人で

あ った とい う。 うち3ヶ 月以上の

長期滞在者は約27万 人。昭和52年

には，それぞれ，350万 人 と16万

人であ った とい うか ら，10年 かか

ってほぼ “倍増”した ことにな る。

海外勤務のサ ラ リーマ ン数の正確

な統計はないが，在外企 業協 会の

最近の推定に よれぽ， “ざ っ と8

万人”だ といわれ る。

 わ が国の海外勤務者 の抱 える問

題 とそれへ の対応策 を検討 してき

た 政府 の 諮 問機関，「海外移住審

議会」 が， この7月12日 に答 申を

まとめて竹下首相 に提 出した。わ

が国 の海外勤務者 の“悩みの タネ”

は，第1に 子供の教 育の問題 そ

して第2に は現地生活での医療に

かかわ る問題だ といわれ る。

 ●わが国の海外在 留の義務教 育

年 齢者 の数 は， 昭和62年5月 現 在

で4万8千 人 に達 してい る。 うち

8割 が 日本政府 の援助 している 日

本人学校 や補習授業校 に通 ってい

るこ とから， 「これ らの 在外教育

施設 の維持運営に関す る国 の責任

は ます ます大 き くなってい る」 と

答 申書は指摘 してい る。答 申書は

また，現在の 日本人学校が小 ・中

学校の義務教育 コースしか ないた

め，高校生や高校入試に直面す る

生徒がやむな く目本に とどまった

り帰国 した りす るケースが多 くな

ってい る問題 を挙 げ， 日本人学校

に高校 クラスを新 設す るよう求 め

てい る。一方，帰 国した生 徒の特

性 を生 かす ため，高校 ・大学 入試

では帰 国生 を “別枠” で受 け入れ

た り， “特 別” の選考方法 で 入試

を行 うな どの対策 を促進す る よう

提言してい る。

 ●帰 国子女 に向け て慶應義塾大

学 がいわゆ る “別枠入試” の制度

を設 けてか ら大分たつ。 どんなか

た ちで彼 ら/彼 女 らの “特性”が

生か されつつあ るかは，特別の資

料 もないので定かでは ないが，多

様 なバ ックグラウン ドを持つ学生

たちが共存 し相互に切磋琢磨す る

ことが “多彩”な人材の育成につ

なが ってい ることを期待 したい と

思 う。問題は，そのための “場 ”

ないし “状況”がいかに整備 され

てい るか， であろ う。 このあた り

に私立大学独得 の “悩 み” が発生

す るか もしれ ない。す なわ ち，教
            かね
育投資 そして人材育成 には金 がか

か る， とい うこ とで ある。

 ●本 モノ グラフの取 り扱 った主

題は，いわば，企業におけ る教育

投資 の問題であ る， といえ よ う。

企業活動の グローバ リゼ ーシ ョン

に対応して社内人材の戦略的多様 、

化が叫ぼれて久しい。 ビジネ ス ・

スクール派遣の時代は終 った(こ

れか らは国際政 治学の時代だ)と

の声 もあ るなか，企業 の戦略的人

材 育成 は どう進 め らるぺきであろ

うか。本 モ ノグラフにいささか な

りと も参考 となるところあれぽ う

れ しい。1     (南 隆男)
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